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大山崎町の入札・契約制度（工事）について 

 

 

１．入札・契約方式等について 

（１）入札・契約方式について 

本町が発注する建設工事に係る入札・契約方式については、原則、郵便入札による入札を実施

しており、「大山崎町競争入札等参加業者公募・選定基準及び運用基準」に基づき、発注を行っ

ている。 

  ※郵便入札＝入札発注案件について、町ホームページ上で公表したうえで入札参加者を公募し、入札書

を郵送により入札していただく方式。 

契約方式 概   要 対象となる金額 

条件付一般競争入札 案件ごとに必要最小限の入札参加資格条

件等を定め、広く入札参加業者を公募し、

入札参加資格を満たす業者で入札を行う。

概ね 2 億円以上 

(建築一式工事は概ね4億

円以上) 

工事希望型（公募型） 

指名競争入札 

案件ごとに地域要件、配置予定技術者、工

事実績等を定めて公募し、入札参加資格を

満たす業者で入札を行う。 

130 万円超から 2 億円未

満 

(建築一式工事は4億円未

満) 

指名競争入札 

※工事の入札は原則この方

式を採用していない 

指名登録名簿に登録のある者から、当該契

約が履行可能な業者を指名して入札を行

う。 

特に定めはなし 

随意契約 地方自治法施行令第 167 条の 2の規定範囲

内で、当該契約を履行可能な業者を選定

し、契約する。 

130 万円以下 

※法律に基づき上記金額以

上の場合もある 

 

【平成２８年度実績（工事）】 

      条件付一般競争入札   ：  ０件 

      工事希望型指名競争入札 ： ２８件（うち、１件不調） 

      指名競争入札      ：  １件 

      随意契約(130 万円超）  ：    ６件 

 

 

 

 

 

 

 

資料① 



2 

 

 

（２）予定価格及び最低制限価格について 

    本町の入札における予定価格及び最低制限価格については、ダンピング受注による不良工事を

防止し、品質確保を図るため、全ての案件について設定している。また、最低制限価格について

は、建設業者からの聞き取り行為等を防止し、入札の透明性を確保するため、入札前に最低制限

価格の公表を行っていたが、入札価格が同額によるくじ引きでの落札者の決定が増加し、建設業

者の真の技術力・経営力による公正な競争を損ねる弊害が生じかねないことから、国からの要請

も踏まえ、平成２９年度から、予定価格が４，０００万円以上の入札案件を事後公表とし、平成

３０年度からは、全ての案件を事後公表に見直すこととしている。 

    最低制限価格については、中央公共工事契約制度連絡協議会モデルを準拠している。 

※中央公共工事契約制度連絡協議会＝各省庁・関係公団等が会員で公共工事に関する 

契約制度の円滑な運用を図る組織。 

 

（３）取り抜け方式について 

  複数の同種工事が同時発注となる入札において、先行する入札の落札者は、以降の入札を不参

加扱いとする。 

  目的＝多くの業者に受注機会を確保し、地元業者の育成に繋げる。 

 

（４）議会の議決に付すべき契約について 

  予定価格が 5,000 万円以上となる契約については、地方自治法第 96 条第 1 項第 5 号及び議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 2条に基づき、議会の議決が必要

となるため、当該案件落札後、仮契約を締結し、議会の議決後本契約を締結している。 

 

 

 

２．競争入札参加資格について 

  競争入札に参加する者は、競争入札参加資格審査申請を行い、競争入札参加資格者名簿に登録

していることが必要となる。 

  建設業法に基づく建設業の許可について、本町は入札参加を希望する３つまでの業種の登録と

なっている。 

   ○登録期間＝2年間（2 年に一度、申請受付を行っている。） 

   ○平成 29・30 年度登録業者数＝約 540 業者（工事での登録者数） 
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３．指名停止措置について 

  競争入札参加有資格者が、不正行為等の指名停止事由に該当する場合、当該者に対して指名停

止措置を行い、一定期間入札に参加させず、また、契約の相手方としない。 

   ○根拠＝大山崎町工事等契約に係る指名停止等の措置要綱 

 

   〔主な指名停止事由及び指名停止期間〕 

指名停止事由 指名停止期間 

入札参加申請時の書類等の虚偽記載 3 ヶ月 

契約違反 1 ヶ月 ～ 3 ヶ月 

贈賄（贈賄による逮捕、書類送検又は起訴） 6 ヶ月 ～ 12 か月 

独占禁止法違反行為 6 ヶ月 ～ 12 か月 

談合（談合による逮捕又は起訴） 6 ヶ月 ～ 12 か月 

不正又は不誠実な行為 1 ヶ月 ～ 9 カ月 

建設業法違反 

（建設業法規定違反による逮捕、書類送検又は起訴） 3 ヶ月 ～ 9 カ月 
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４．公共工事に関する暴力団排除措置 

  町が行う入札及び契約から暴力団を排除し、適正な入札・契約事務を執行するため、競争入札

参加資格者が入札参加除外事由に該当する場合、当該者に対して町が発注する入札及び契約から

一定期間排除する措置を行う。 

○根拠＝大山崎町公共工事に関する暴力団等排除対策措置要綱 

   〔主な入札参加除外事由及び排除期間〕 

入札参加除外事由 排除期間 

１ 個人である入札参加資格者及び法人である入札参加

資格者の役員等が、暴力団員等である場合又は暴力団

員等が入札参加資格者の経営に事実上参加していると

認められるとき。 

当該認定をした日から 2 年を

経過し、かつ、改善されたと認

められるまで 

２ 入札参加資格者及びその役員等が、自己、自社若し

くは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団員等を利用する等した

と認められるとき。 

当該認定をした日から 1 年を

経過し、かつ、改善されたと認

められるまで 

３ 入札参加資格者及びその役員等が、いかなる名義を

もってするかを問わず暴力団員等に対して、金銭、物

品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められる

とき。 

４ 入札参加資格者及びその役員等が、暴力団等又は暴

力団員等と社会的に非難される関係を有していると認

められるとき。 

５ 入札参加資格者及びその役員等が、下請負契約、資

材、原材料の購入契約又はその他契約に当たり、当該

契約相手方の入札参加資格の有無に関わらず、1の項か

ら 4 の項に規定する要件に該当する者であると認めら

れるとき。 

６ 入札参加資格者が、第 5 条の規定に基づく勧告等を

受けたとき。 

 

 

５．談合に対する対応について 

  町が発注する建設工事について、入札談合に関する情報があった場合は、庁内で組織する大山

崎町公正入札調査委員会にて調査・審議し、公正取引委員会へ通報するなど、入札談合に対する

対応を行う。 
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大山崎町競争入札等参加業者公募・選定基準及び運用基準 

 

 

  大山崎町（以下「町」という。）が発注する建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、物品の供給等

及び役務の提供（以下「工事等」という。）について、競争入札及び随意契約における参加（以下「競争参

加」という。）業者を公募又は選定（以下「公募・選定」という。）する場合の基準を次のとおり定める。 

  なお、この基準は、標準的な発注を想定したものであり、これにより難い場合や、本基準の趣旨に反す

ることとなる場合は、別途、町指名業者選定委員会で基準等を個別に判断し決定する。 

 

 

第１ 入札・契約の方式 

  町において、標準的に採用する主な入札・契約方式は、次のとおりとする。ただし、入札契約制度の見

直し等により、新たな入札・契約方式を採用、試行することができる。 

  なお、随意契約で、競争に付さないものを除いて、いずれの入札・契約方式においても、町の指名業者

登録名簿（以下「指名登録名簿」という。）に登録されている業者を対象とする。 

（１）条件付一般競争入札 

   案件ごとに地域要件や履行能力等についての必要最小限の入札参加資格条件等を定め、広く入札参加

希望業者を公募し、過去の工事実績や配置予定技術者等の資料提出を求めて審査を行い、入札参加資格

を満たす業者により行う入札方式をいう。 

（２）工事希望型（公募型）指名競争入札 

   案件ごとに地域要件や履行能力等の条件を設定し、入札参加希望者を公募し、過去の工事実績や配置

予定技術者等の資料提出を求めて審査を行い、入札参加資格を満たす業者を指名し、入札を行う方式を

いう。 

（３）業務希望型（公募型）指名競争入札 

   案件ごとに地域要件や履行能力等の条件を設定し、入札参加希望者を公募し、過去の工事実績や配置

予定技術者等の資料提出を求めて審査を行い、入札参加資格を満たす業者を指名し、入札を行う方式を

いう。 

（４）指名競争入札 

   指名登録名簿に登録のある者から、当該契約が履行可能な業者を指名して行う入札方式をいう。 

（５）随意契約 

   地方自治法施行令（以下「施行令」という。）第１６７条の２の規定による範囲内で、当該契約を履行

可能な業者を選定し、契約する方式をいう。 

 

 

第２ 競争参加業者公募・選定基準 

１ 競争参加資格 

競争参加業者の選定（随意契約含む。）にあたっては、原則として指名登録名簿に登録されている業者か

ら選定する。競争参加業者を公募する場合も、原則として指名登録名簿に登録があることを条件とする。

ただし、次の事項に該当する場合は、未登録業者の資格審査を行い、それに合格した業者を含めることが

できることとする。 

資料② 
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（１）指名登録名簿に登録のない業種に係る契約 

（２）指名登録名簿に登録している業者が少数で競争環境が整わない場合 

（３）その他、やむを得ないと客観的に認められる場合 

 

２ 競争参加資格の制限 

  競争参加業者の公募・選定にあたって次の事項に該当する場合は、競争参加を制限する。 

（１）競争参加資格停止中 

  ① 町契約規則第３条（施行令第１６７条の４第２項各号）に該当し、入札に参加できない場合 

 ② 町工事等契約に係る指名停止等措置要綱に基づき、指名停止中である場合 

 ③ 町公共工事に関する暴力団排除対策措置要綱に基づき、入札参加除外措置を受けている場合 

（２）警察当局からの排除要請 

   警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者であるとして、町長に対して排除要請がある

など、明らかに請負業者として不適切であると認められる場合 

（３）契約履行の不誠実 

   契約書に基づく関係者に関する措置請求に請負者が従わない等契約の履行が不誠実である場合 

（４）下請契約が不適切 

   一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等について、関係行政機関等からの情報によ

り、請負者の下請契約関係が不適切であることが明確である場合 

（５）更生手続開始等経営不安定 

 ① 会社更生法による更生手続開始の申立又は民事再生法による再生手続開始の申立がなされ、経営状態

が著しく不健全である場合 

   ただし、更生又は再生手続の開始決定がなされた場合は対象としない 

 ② 手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が著しく不健

全である場合 

（６）安全管理改善等指導及び指示の不服従 

   町との契約の履行について、安全管理の改善に関し、労働基準監督署等からの指導に対して、改善を

行わない状態が継続している場合。また、仕様書、設計図書類での指示、監督職員の指示に従わない状

態が継続し、明らかに契約の相手方として不適当であると認められる場合 

（７）賃金不払 

   賃金不払いに関する厚生労働省等関係行政機関からの通報がなされ、当該状態が継続している場合で

あって、明らかに契約の相手方として不適当であると認められる場合 

（８）その他 

   その他、関係業法令に違反し、関係行政機関からの情報により、契約の相手方として不適当であると

認められる場合 

 

３ 競争参加業者の公募・選定の原則的基準 

  競争参加業者を公募・選定する場合は、別に定める業種ごとの公募・選定基準等を総合的に判断して行

うものとする。  

  なお、公共事業の契約の相手方として、受注業者には履行能力、技術水準だけでなく、また、法令等の

遵守にとどまらず、高い倫理性と信頼性を要請する。従って、公共事業の契約の相手方として好ましくな

いと思われる場合は、選定を回避する。 

  また、談合等の不正行為を防止するために、受注に向けての意思の確立や入札金額の決定の過程に関与
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することができる者が重複している業者は選定を回避し、実質的に関与する可能性のある者が重複してい

る業者についても同様とする。 

 

４ 公募・選定順位 

  競争参加業者を公募・選定する順位は、指名登録名簿に登録のある業者のうち、町内業者から調達可能

なものは町内業者から公募・選定することを基本とする。町内業者からの調達が不可能な場合や不適当な

場合又は町内業者だけでは競争環境が整わない場合には、町外業者も含めて公募・選定する。 

 

 

第３ 建設工事の公募・選定基準及び運用基準 

１ 公募・選定基準 

  建設工事について、災害時等緊急施工を要する場合を除き、原則として、条件付一般競争入札、工事希

望型（公募型）指名競争入札を採用するものとし、公募・選定する基準は、次に定める事項とする。 

（１） 技術的適性・工事実績等 

 ① 当該工事の施工に必要な建設業法に基づく許可を得ていること。 

 ② 当該工事に必要な施工管理、品質管理等の技術的水準と同程度と認められる同種工事の施工実績が

あること。 

 ③ 発注する建設工事の種類に応じ、当該工事の施工のために必要となる有資格技術者が確保できると

認められること。 

（２）有資格業者による施工の義務付け等 

① 建設業法、その他法令等により、有資格業者による施工が義務付けられている場合は、有資格業者

から公募・選定する。また、有資格技術者の配置が義務付けられている場合は、有資格技術者の配置

が可能な業者から公募・選定する。 

  ② その他、建設業許可区分等に留意し、法令等の趣旨に沿って業者を公募・選定する。 

（３）新規登録業者の取り扱い 

① 町内に営業拠点である本店・支店及び営業所を新規に開設した業者は、登録年度から３年間は町発

注建設工事の習熟期間として、建設工事の競争入札に参加することができない。 

② 町外に本店を有し、過去５年間のうち通算３年間を超えて登録が確認される業者で、新規に町内に

営業拠点である支店・営業所を開設した者は、指名競争入札参加資格申請での希望業種を変更しない

場合に限り、新規登録業者としての取り扱いはしないものとする。 
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２ 建設工事の種類ごとの公募・選定基準 

  町が発注する建設工事において、以下のとおり、建設工事の種類ごとに公募時等に設定する要件等を定

め、それを満たす有資格業者を選定する。 

  なお、以下の基準は標準的な発注を想定したものであるため、これにより難い場合や、本基準の趣旨に

反することとなる場合は、別途、町指名業者選定委員会で基準等を個別に判断するものとする。 

 

（１）土木一式工事 

  各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 建設工事の登録は「土木一式工事」とする。 

 ② 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ③ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね2億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入札 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級土木施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、土木一式工事の経審点数がもっとも高い

・土木一式工事の経審点数が1,000点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

土木一式工事 当初請負額 5,000万円以上 

 

工事希望型（公募型）

指名競争入札 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級土木施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、土木一式工事の経審点数がもっとも高い

（町内業者除く） 

・土木一式工事の経審点数 

   町内業者：800点以上 

   乙訓二市業者：900点以上 

   京都市内業者：1,000点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

土木一式工事 当初請負額 3,000万円以上 
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工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

4,000万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級土木施工管理技士の専任配置  

・希望業種３つのうち、土木一式工事の経審点数がもっとも高い

 （町内業者除く） 

・土木一式工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

土木一式工事 当初請負額 1,500万円以上 

 

工事希望型（公募型）

指名競争入札 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130万円以上 

4,000万円未満 

・地域要件  町内業者 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

   一級又は二級土木施工管理技士の※配置 

 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店 

 

随意契約（競争見積）

※建設業法第26条第3項に基づく請負額3,500万円以上の場合は、専任配置とする。 
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（２）建築一式工事 

  各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 建設工事の登録は「建築一式工事」とする。 

 ② 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ③ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね4億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入

札 

概ね2億円以上 

概ね4億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者   

 一級建築施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、建築一式工事の経審点数がもっとも高い 

・建築一式工事の経審点数が1,000点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

建築一式工事 当初請負額 1億円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級建築施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、建築一式工事の経審点数がもっとも高い 

・建築一式工事の経審点数が1,000点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

建築一式工事 当初請負額 5,000万円以上 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級建築施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、建築一式工事の経審点数がもっとも高い 

 （町内業者除く） 

・建築一式工事の経審点数 

   町内業者：800点以上 

   乙訓二市業者：900点以上 

   京都市内業者：1,000点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

建築一式工事 当初請負額 3,000万円以上 
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工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

2,500万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

   一級又は二級建築施工管理技士の配置 

・建築一式工事の経審点数 

   町内業者  ：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

建築一式工事 当初請負額 1,000万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札 

130万円以上 

2,500万円未満 

・地域要件  町内業者 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

   一級又は二級建築施工管理技士の配置 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店 随意契約（競争見

積） 
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（３）水道施設工事 

  各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 水道管工事について、大山崎町指定給水装置工事事業者登録を必要とする。 

 ② 建設工事の登録が、「水道施設工事」とする。 

③ 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ④ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね2億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入

札 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

一級土木施工管理技士の専任配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・水道施設工事の経審点数が900点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

水道施設 当初請負額 5,000万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

一級土木施工管理技士の専任配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・水道施設工事の経審点数が800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

水道施設 当初請負額 3,000万円以上 

 

4,000万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域、京都市及び島本町 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級土木施工管理技士の専任配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・水道施設工事の経審点数 

   乙訓地域業者及び島本町業者：問わない 

   京都市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

水道施設 当初請負額 1,500万円以上 
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工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

130万円以上 

4,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び島本町 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

一級又は二級土木施工管理技士の※配置 

又は給水装置工事主任技術者の※配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

水道施設 当初請負額（案件ごとに設定） 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店及び乙訓二市 随意契約（競争見

積） 

※建設業法第26条第3項に基づく請負額3,500万円以上の場合は、専任配置とする。 
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（４）管工事 

  各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 水道管工事について、大山崎町指定給水装置工事事業者登録を必要とする。 

 ② 建設工事の登録が、「管工事」とする。 

③ 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ④ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね2億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入

札 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者   

 一級管工事施工管理技士の専任配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・希望業種３つのうち、管工事の経審点数がもっとも高い 

・管工事の経審点数が900点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

管工事 当初請負額 5,000万円以上 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級管工事施工管理技士の専任配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・希望業種３つのうち、管工事の経審点数がもっとも高い 

・管工事の経審点数が800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

管工事 当初請負額 3,000万円以上 

4,000万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域、京都市及び島本町 

・特定建設業許可 

・監理技術者  

  一級管工事施工管理技士の専任配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・希望業種３つのうち、管工事の経審点数がもっとも高い 

 （町内業者除く） 

・管工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   京都市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

管工事 当初請負額 1,500万円以上 
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工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

130万円以上 

4,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

一級又は二級管工事施工管理技士の※配置 

・その他必要な技術者  案件ごとに設定 

・管工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   京都市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

管工事 当初請負額（案件ごとに設定） 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店及び乙訓二市 随意契約（競争見

積） 

※建設業法第26条第3項に基づく請負額3,500万円以上の場合は、専任配置とする。 
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（５）ほ装工事 

  各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 建設工事の登録が、「ほ装工事」とする。 

② 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ③ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね2億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入

札 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級土木施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、ほ装工事の経審点数がもっとも高い 

・ほ装工事の経審点数が900点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

ほ装工事 当初請負額 5,000万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級土木施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、ほ装工事の経審点数がもっとも高い 

・ほ装工事の経審点数が800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

ほ装工事 当初請負額 3,000万円以上 
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工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

4,000万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者    

一級土木施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、ほ装工事の経審点数がもっとも高い 

 （町内業者除く） 

・ほ装工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   京都市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

ほ装工事 当初請負額 1,500万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130万円以上 

4,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市内 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

   一級又は二級土木施工管理技士の※配置 

・ほ装工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   京都市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

ほ装工事 当初請負額（案件ごとに設定） 

 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店 随意契約（競争見

積） 

※建設業法第26条第3項に基づく請負額3,500万円以上の場合は、専任配置とする。 
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（６）電気工事 

  各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 建設工事の登録は、「電気工事」とする。 

② 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ③ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね2億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入

札 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級電気工事施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、電気工事の経審点数がもっとも高い 

・電気工事の経審点数が900点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

電気工事 当初請負額 5,000万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級電気工事施工監理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、電気工事の経審点数がもっとも高い 

・電気工事の経審点数が800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績  

電気工事 当初請負額 3,000万円以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 15 - 

 

 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

4,000万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級電気工事施工監理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、電気工事の経審点数がもっとも高い 

 （町内業者除く） 

・電気工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

電気工事 当初請負額 1,500万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

130万円以上 

4,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

   一級又は二級電気工事施工管理技士の※配置 

・電気工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   市内業者800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

電気工事 当初請負額（案件ごとに設定） 

 

 

 

 

 

 

 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店及び二市 随意契約（競争見

積） 

※建設業法第26条第3項に基づく請負額3,500万円以上の場合は、専任配置とする。 
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（７）造園工事 

 各工事費の区分に対応した要件等及び競争入札方式の基準は、次のとおりとする。 

 ① 建設工事の登録は、「造園工事」とする。 

② 原則として指名競争入札参加資格申請での希望業種に限り、参加することができる。 

 ③ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募・選

定する。 

工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

概ね2億円以上 ・案件ごとに設定 

 

条件付一般競争入

札 

概ね1億円以上 

概ね2億円未満 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級造園施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、造園工事の経審点数がもっとも高い 

・造園工事の経審点数が900点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

   造園工事 当初請負金額 5,000万円以上 

 

工事希望型（公募

型）指名競争入札

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000万円以上 

概ね1億円未満 

 

・地域要件  案件ごとに設定 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級造園施工管理技士の専任配置 

・希望業種３つのうち、造園工事の経審点数がもっとも高い 

・造園工事の経審点数が800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

   造園工事 当初請負金額 3,000万円以上 
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工事費区分 要 件 等 競争入札方式 

4,000万円以上 

6,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・特定建設業許可 

・監理技術者 

   一級造園施工管理技士の専任配置 

・造園工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績 

   造園工事 当初請負金額 1,500万円以上 

 

 

 

 

 

 

 

130万円以上 

4,000万円未満 

・地域要件  乙訓地域及び京都市 

・一般建設業許可又は特定建設業許可 

・主任技術者 

   一級又は二級造園施工管理技士の※配置 

・造園工事の経審点数 

   町内業者：問わない 

   乙訓二市業者：750点以上 

   市内業者：800点以上 

・国又は地方公共団体発注の同種工事の実績（町内業者除く） 

造園工事 当初請負額（案件ごとに設定） 

 

 

 

 

 

 

 

130万円未満 ・町内本店・営業所・支店及び二市 随意契約（競争見

積） 

※建設業法第26条第3項に基づく請負額3,500万円以上の場合は、専任配置とする。 

 

 

 

（８） その他専門工事（（１）から（７）までに定める以外の工事） 

  ① 発注する工事に対応した建設業許可を有する業者を対象とする。 

 ② 原則として、発注する建設工事の種類を指名競争入札参加資格申請時に希望としている業者を対象

とし、登録業者数及び工事費の額等により、案件ごとに要件等を設定する。 

 ③ 競争入札方式は、工事費の額等により、条件付一般競争入札、工事希望型（公募型）指名競争入札

又は随意契約とする。 

 ④ 困難工事や特殊な工法を採用する場合には、工事費にかかわらず、施工実績を有する業者を公募又

は選定する。  
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第４ 測量・建設コンサルタント等業務の選定基準及び運用基準 

１ 公募・選定基準 

 測量・建設コンサルタント等業務について、原則として業務希望型指名競争入札を採用するものとし、

公募・選定する基準は、次に定める事項に基づき設定する。 

 なお、以下の基準は標準的な発注を想定したものであるため、これにより難い場合や、本基準の趣旨に

反することとなる場合は、別途、町指名業者選定委員会で基準等を個別に判断するものとする。 

 （１）資格・技術的適正等 

   ① 原則として、発注する当該業務に該当する許可、登録（建設コンサルタント登録の場合は部門登

録）をしていること。 

   ② 当該業務と同種業務について相当の実績があること。 

   ③ 当該業務の履行に必要な業務管理、品質管理等の技術的水準と同程度と認められる技術的水準の

業務の履行実績があること。 

   ④ 発注予定業務種別に応じ、当該業務を履行するに足りる有資格技術者が確保できると認められる

こと。 

 （２）地域要件について 

原則として、乙訓地域及び京都市内又は府内に本店や支店もしくは営業所を有する業者から公募・

選定する。ただし、業務の内容等により、近隣府県に本店や支店もしくは営業所を有する業者から公

募・選定する場合がある。 

 

  

２ 登録業種別公募・発注標準 

 （１）測量 

   ① 測量法に基づく測量業者であることを条件とし、指名競争入札参加資格申請で「測量」を希望し

ている者を公募・選定する。 

   ② 設計業務を含む場合は、測量及び土木設計の可能な業者を公募・選定する。 

   ③ 航空測量等、専門的技術者を要する場合は、必要な要件を設定し、当該業務が可能な業者を公募・

選定する。 

 （２）土木関係建設コンサルタント業務 

     発注する業務に対応した部門の建設コンサルタント登録を有し、指名競争入札参加資格申請で「土

木関係建設コンサルタント業務」を希望している業者を対象とする。 

（３）地質調査業務 

     地質調査業の登録を有し、指名競争入札参加資格申請で「地質調査業務」を希望している業者を

対象とする。 

（４）建築関係建設コンサルタント業務 

   ① 指名競争入札参加資格申請で「建築関係建設コンサルタント業務」を希望している業者を対象と

する。 

   ② 一級建築士事務所から選定する。 

③ 難度の高い業務については、組織設計事務所等、大規模な建築コンサルタント業者で、当該業務

に実績のある業者を公募・選定することがある。 

   ④ 耐震調査等、特殊な業務及び専門部門のみで対応可能な業務については、特に一級建築士事務所

にこだわらず、実績のある業者を公募・選定することがある。 
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（５）補償関係等コンサルタント業務 

   ① 指名競争入札参加資格申請で「補償関係コンサルタント業務」を希望している業者を対象とする。 

② 一級建築士事務所・補償コンサルタント登録業者・土地家屋調査士等発注する業務に応じた要件

を設定し、公募・選定する。 

 （６）その他のコンサルタント業務 

   発注する業務に応じ、必要な許可な有資格技術者を確保できることを要件とし、公募・選定する。 

 

 

第５ 物品の供給等及び役務の提供の選定基準及び運用基準 

 １ 選定基準 

物品の供給等及び役務の提供について、原則として指名競争入札を採用するものとし、選定する基準は

次に定める事項とする。 

なお、以下の基準は標準的な発注を想定したものであるため、これにより難い場合や、本基準の趣旨に

反することとなる場合は、別途、町指名業者選定委員会で基準等を個別に判断するものとする。 

 （１）資格等 

   ① 当該発注業務の履行にあたり、法令等により有資格技術者による執行が義務付けられている場合

や当該発注業務の履行に必要な有資格技術者の定めがある場合は、必要な有資格技術者が確保でき

ると認められる業者から選定する。 

   ② 当該発注案件の履行にあたり、資格等が定められていない場合は、物品の調達や業務の履行が可

能であること、又は実績があることを条件とする。 

 （２）受注実績等 

   ① 当該発注業務と同種のものについて、相当の受注実績のある業者から選定する。 

   ② 当該発注業務に必要な技術的水準と同程度以上と認められる技術的水準の受注実績がある業者か

ら選定する。 

 （３）履行成績等 

   町発注業務での成果品の品質が低い場合には、競争参加機会を調整する。 

   

２ 運用にあたっての留意点 

   ① 法令等により、有資格技術者による執行が義務付けられている業務で、有資格技術者がいない業

者を選定したが業者が辞退を申し出なかった場合は、参加資格のない業者がした入札として取扱う。 

   ② 調査研究業務やデザイン等の企画を含む印刷など特殊性のある業務委託等の場合には、公募型プ

ロポーザル方式等を採用する場合がある。 
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